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　　このところ連日、参議院や衆議院予算委員会で今回の人質事件が取り上げられている。民主党をはじめとする野党の安倍首相や外務省の不手際に対する追及が生ぬるい。これは野党に情報が十分ないことを示しているようだ。今回の人質事件はこれまでの経緯を調べてみても安倍首相とそれを支えた外務省のイスラム国をはじめとする中東情勢判断の誤りが致命的である。安倍首相が積極的平和主義外交で点数を稼ごうと日本人人質がいたにも関わらず、中東へ出かけ、中東でのパーフォーマンスをおこなったことが主たる原因だ。
　すでに湯川氏が8月、後藤氏が10月に行方不明となり、11月1日には後藤氏に関しては家族から外務省に連絡あり、また12月3日にはイスラム国から身代金の要求があったことが判明しておきながら、なんら対策を打たず、安倍首相の中東訪問を実現し、言わずもがなのイスラム国へ対抗する周辺国に2億ドルの支援を公表したことである。ヨルダンの日本大使館に11月に対策本部を立ち上げたと外務省はいうが、ほとんど開店休業でまともな動きは日本人二人の人質の2億ドルの身代金要求の1月20日まではなされていなかった。
まさしく外務省当局と官邸の怠慢である。
　安倍官邸と外務省の中東外交音痴以外の何物でもない。われわれは特に安倍首相と外務省の不手際を大いに批判すべきである。さらに人質が殺害されて以来の安倍首相の発言は常軌を逸し、感情的で一国の首相らしくない。かって米国のブシュ・ジュニア―が大量破壊兵器があると言ってイラクを攻撃したが、何の証拠も見当たらなかった。彼が今日の中東の混乱を引き起こした張本人である。我が国の三世の安倍晋三首相もイスラム国に対抗する中東の周辺諸国に2億ドル、中東全体に25億ドルを供与すると勇ましいパフォーマンスを1月17日にエジプトでぶち上げ、そのことが日本人二人の人質の殺戮を呼び込んだ。
　岸田外務大臣も安倍首相もその責任は全く棚に上げ、二言目にはイスラム国の行為を声高らかに批判し、その行動に対しては厳罰で臨むと責任転嫁し、感情的な言辞を弄している。われわれはこの機会に安倍首相と岸田外務大臣、官邸で今回の中東訪問をおぜん立てした菅官房長官をはじめ、関係者に大いに抗議をすべきである。
　安倍首相は中東の大使館に急きょ防衛武官を派遣して、今後テロの防止にあたるというが、かれらは情報収集、分析について教育を受けているのか。また情報収集に最も必要な現地のアラビア語を理解できるのか。回教文化やイスラム教を勉強しているのか。このような拙速な対応で日本は今後中東外交を展開できるのか。
　筆者と同じ時期に東京経済大学で教鞭をとられ、筆者が商社時代、中東に駐在したということで、教員室でよく中東問題を話題にしていた、日本における中東研究の第一人者の板垣雄三・東京大学、東京経済大学名誉教授は先のテレビ対談で、今回の日本人人質殺害は安倍首相のこの時期の中東訪問、イスラム国へ対抗する周辺国への資金援助を打ちだした政策が誤りだったと鋭く批判しておられた。筆者も全く同感である。
また東京経済大学教授で東京大学名誉教授の西垣　通先生は中公新書の著書『集合知とは何か』で専門家の意見よりも一般大衆の集合知がはるかに現実を正しくとらえると力説しておられる。
集合知から判断し、今回の安倍首相の中東歴訪は明らかに失敗で、その悪影響は今後、長く我々日本人にのしかかるだろう。安倍首相の罪は百罪に値する、猛省を促す次第だ。
（筆者は日本ビジネスインテリジェンス協会会長、名古屋市立大学22世紀研究所特任教授）
